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消費税率の引き上げに伴う上下水道料金改定についての要望 

 

拝啓、 

時下ますますご清祥の段、お喜び申し上げます。平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上

げます。 

さて、平成２６年４月から消費税率が５％から８％に引き上げられることに伴い、上下水

道料金の改定が条例の一部改正として平成２６年度第１回東京都議会定例会にて審議され

ます。 

 本議会での審議にあたりまして、下記事項を要望いたしますのでよろしくお願い申し上げ

ます。 

敬具 

 

記 

 

１． 上下水道料金は公共料金として物価及び都民生活に大きな影響を及ぼします。都議会

での料金改定の審議にあたりましては、厳正で丁寧な審議とともに、都議会が都民を代表

して監視機能を発揮されることを切に要望いたします。 



 

２．消費税率を 5％から 8％に引き上げることによる公共料金等の改定に当たっては、改定

前の料金水準及び料金体系に著しい問題が認められない場合は、105分の 108を乗じた料

金の設定、並びに端数処理が合理的かつ明確な方法により行われていることを検証してく

ださい。 

 

３．料金改定を行う公益事業者に、過大な営業利益および利益剰余金が生じていないこと、

及び業績推移の見通しが適正であることを確認してください。 

 

４．公益事業者に、過大な営業利益および利益剰余金が生じていたり、業績推移の見通しが

適正でない場合は、消費税率の転嫁を避け、料金は据え置くべきですし、経営状況如何に

よっては、料金引き下げの検討もなされるべきです。 

 

５．上下水道事業においては経営の効率化をさらに進め、料金の引き下げも視野に入れた料

金の適正化が図られるよう要望します。 

  

以上 

   


